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公布 規則

◇ 鳥取県海面漁業調整規則 一部 改正 規則（ ）（水産課）…………………………………

鳥取県内水面漁業調整規則 一部 改正 規則（ ）（〃）……………………………………

◇鳥取県海面漁業調整規則 一部 改正 規則

定数漁業 許可 申請 者 当該申請 許可等 処分 間 分割 、当該分割

当該申請 係 権利及 義務 全部 承継 法人 、当該漁業 許可 申請 者 地位

承継 。（第 条関係）

漁業 許可又 起業認可 受 者 分割 、分割 漁業 許可又 起業認可 係

権利及 義務 全部 承継 法人 当該漁業 許可又 起業認可 受 者 地位 承継

。（第 条関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、公布 日 施行 。

◇鳥取県内水面漁業調整規則 一部 改正 規則

採捕 許可 受 者 分割 、当該許可 係 事業 全部 承継 、当該許可 効力 失

。（第 条関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、公布 日 施行 。

鳥取県海面漁業調整規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県海面漁業調整規則 一部 改正 規則

鳥取県海面漁業調整規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。
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改 正 後 改 正 前

（漁業権行使規則 認可 申請）

第 条 漁業法第 条第 項 規定 漁業権行使規

則又 入漁権行使規則 認可 受 者 、

様式第 号 認可申請書 認可 知事 申請

。

（漁業 認可 申請）

第 条 略

～ 略

定数漁業 許可 申請 者 当該申請

許可又 不許可 処分 間 死亡 、合

併 解散 、又 分割（当該申請 係 権利及

義務 全部 承継 限 。） 、

相続人（相続人 人以上 場合 、

協議 当該申請 者 地位 承継 者

定 、 者）、当該合併後存続 法人

若 当該合併 成立 法人又 当該分割

当該権利及 義務 全部 承継 法人 、

当該漁業 許可 申請 者 地位 承継 。

略

（許可証 返納）

第 条 漁業 許可 受 者 、当該許可 効力

失 、又 取 消 場合 、速 許

可証 知事 返納 。前条 規定

許可証 書換 交付又 再交付 受 場合

従前 許可証 同様 。

前項 場合 、許可証 返納

、理由 付 旨 知事 届 出

。

漁業 許可 受 者 死亡 、又 解散

、 相続人又 合併後存続 法人、合併

成立 法人若 清算人 前 項 手続

。

第 条 知事 、定数漁業 船舶 許可 要

漁業 許可 受 者 、 許可 有効期間中

許可 受 船舶 譲 受 、借 受 、 返還

受 、 他相続又 法人 合併若 分割以外

理由 当該船舶 使用 権利 取得 当該

漁業 営 者 、当該船舶 漁業 許

可又 起業 認可 申請 場合 、 申請

次 各号 該当 、 、 申請 内

（漁業権行使規則 認可 申請）

第 条 漁業法第 条第 項 規定 漁業権行使規

則又 入漁権行使規則 認可 受 者 、

様式第 号 認可申請書 認可 知事 申請

。

（漁業 認可 申請）

第 条 略

～ 略

定数漁業 許可 申請 者 当該申請

許可又 不許可 処分 間 死亡 、又

合併 解散 、 相続人（相続人

人以上 場合 、 協議 当該申請

者 地位 承継 者 定 、

者）又 当該合併後存続 法人若 当該合併

成立 法人 、当該漁業 許可 申請

者 地位 承継 。

略

（許可証 返納）

第 条 漁業 許可 受 者 、当該許可 効力

失 、又 取 消 場合 、

許可証 知事 返納 。前条 規定

許可証 書換 交付又 再交付 受 場合

従前 許可証 同様 。

前項 場合 、許可証 返納

、理由 附 旨 知事 届 出

。

漁業 許可 受 者 死亡 、又 解散

、 相続人、合併後存続 法人、合併

成立 法人又 清算人 前 項 手続

。

第 条 知事 、定数漁業 船舶 許可 要

漁業 許可 受 者 、 許可 有効期間中

許可 受 船舶 譲 受 、借 受 、 返還

受 、 他相続又 合併以外 理由 当該船

舶 使用 権利 取得 当該漁業 営

者 、当該船舶 漁業 許可又 起業 認可

申請 場合 、 申請 次 各号 一 該

当 、 、 申請 内容 従前 許可 係 漁業
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次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 対応 同表 改正後 欄中下線
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容 従前 許可 係 漁業 許可 内容 同一

、第 条第 項各号 該当 場合

除 、漁業 許可又 起業 認可 。

（ ）～（ ） 略

知事 、前項第 号 規模若 同項第 号 漁

業 定 、又 変更 、鳥

取海区漁業調整委員会 意見 聴 。

（相続又 法人 合併若 分割）

第 条 漁業 許可又 起業認可 受 者 死亡 、

解散 、又 分割（当該漁業 許可又 起業 認可

基 権利及 義務 全部 承継 限 。）

、 相続人（相続人 人以上 場

合 協議 漁業 営 者 定

、 者）、合併後存続 法人若 合併

成立 法人又 分割 当該権利及

義務 全部 承継 法人 、当該漁業 許可又 起

業 認可 受 者 地位 承継 。

略

（火船 隻数制限等）

第 条 次 表 左欄 掲 漁業 使用

火船（集魚 目的 照明設備 備 船舶

。） 隻数 、同表中欄 定 数 範囲内

隻当 集魚 目的 照明設備 総設備容

量 、 同表右欄 定 容量 範囲内

。

漁業 種類 隻数 総設備容量

略

釣 漁業（承継漁業等

取締 関 省令（平

成 年農林水産省令第 号）

別表第 第一種 釣 漁

業 項二

海域 釣 漁業

限 。）

隻 電球

略

許可 内容 同一 、第 条第 項各号

一 該当 場合 除 、漁業 許可又 起業 認

可 。

（ ）～（ ） 略

知事 、前項第 号 規模若 同項第 号 漁

業 定 、又 変更 、鳥

取海区漁業調整委員会 意見 。

（相続又 合併）

第 条 漁業 許可又 起業認可 受 者 死亡 、

又 解散 、 相続人（相続人 人以上

場合 協議 漁業 営 者

定 、 者）又 合併後存続 法人若

合併 成立 法人 、当該漁業 許可又

起業 認可 受 者 地位 承継 。

略

（火船 隻数制限等）

第 条 次 表 左欄 掲 漁業 使用

火船（集魚 目的 照明設備 備 船舶

。） 隻数 、同表中欄 定 数 範囲内

隻当 集魚 目的 照明設備 総設備容

量 、 同表右欄 定 容量 範囲内

。

漁業 種類 隻数 総設備容量

略

漁業（ 漁

業 係 操業 関 制限

又 禁止 措置 定 等

件（昭和 年農林水産省告

示第 号） （ ）

海域 漁業

限 。）

隻 電球

略
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改 正 後 改 正 前

（漁業権行使規則等 認可 申請）

第 条 漁業法第 条第 項 規定 漁業権行使規

則又 入漁権行使規則 認可 受 者 、

様式第 号 認可申請書 認可 知事 申請

。

（許可証 返納）

第 条 採捕 許可 受 者 、当該許可 効力

失 、又 取 消 場合 、速 許

可証 知事 返納 。前条 規定

許可証 書換 交付又 再交付 受 場合

従前 許可証 同様 。

前項 場合 、許可証 返納

、理由 付 旨 知事 届 出

。

採捕 許可 受 者 死亡 、又 解散

、 相続人又 合併後存続 法人、合併

成立 法人若 清算人 前 項 手続

。

（採捕 許可 失効）

第 条 採捕 許可 受 者 死亡 、解散 、又

分割（当該許可 係 事業 全部 承継

限 。） 、当該許可 、 効力 失 。

（漁業権行使規則等 認可 申請）

第 条 漁業法第 条第 項 規定 漁業権行使規

則又 入漁権行使規則 認可 受 者 、

様式第 号 認可申請書 認可 知事 申請

。

（許可証 返納）

第 条 採捕 許可 受 者 、当該許可 効力

失 、又 取 消 場合 、

許可証 知事 返納 。前条 規定

許可証 書換 交付又 再交付 受 場合

従前 許可証 同様 。

前項 場合 、許可証 返納

、理由 附 旨 知事 届 出

。

採捕 許可 受 者 死亡 、又 解散

、 相続人、合併後存続 法人、合併

設立 法人又 清算人 前 項 手続

。

（採捕 許可 失効）

第 条 採捕 許可 受 者 死亡 、又 解散

、当該許可 、 効力 失 。
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鳥取県内水面漁業調整規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県内水面漁業調整規則 一部 改正 規則

鳥取県内水面漁業調整規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 当該改正部分 対応 同表 改

正後 欄中下線 引 部分 改 。

附 則

規則 、公布 日 施行 。

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の が かれた という を に する の

の が かれた に める

この は の から する
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